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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．第46期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

    ２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 
第46期 

第３四半期連結
累計期間 

第46期 
第３四半期連結

会計期間 
第45期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円）  25,398  8,213  －

経常利益（百万円）  1,475  278  －

四半期（当期）純利益（百万円）  837  147  －

純資産額（百万円）  －  15,871  －

総資産額（百万円）  －  27,359  －

１株当たり純資産額（円）  －  1,339.22  －

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 70.96  12.48  －

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  －  57.8  －

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 641  －  －

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △848  －  －

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △273  －  －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 －  2,915  －

従業員数（人）  －  2,101  －
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員、嘱託、社外への出向社員及び派遣登録社員は含んでおりません。 

  

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員、嘱託、社外への出向社員及び派遣登録社員は含んでおりません。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,101      

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,888      
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績  

 当社グループは、受注販売を基本としてシステムインテグレーション及びサービスを提供しており、その形態は

広範囲かつ多種多様であります。このため、生産実績を定義することが困難であり、また生産実績を金額あるいは

数量で示すことの意義が薄いため、生産実績の記載を省略しております。 

  

（2）受注状況  

 事業の種類別のセグメントを記載していないため、当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業区分別に

示すと、次のとおりであります。 

  

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 

   

（3）販売実績  

 事業の種類別のセグメントを記載していないため、当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業区分別に

示すと、次のとおりであります。 

                        

（注）１．当社製品は量産品ではなく、仕様が多岐にわたるため数量の記載は行っておりません。 

   ２. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

   ３．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

 事業区分 
受注高 

（百万円） 

受注残高 

（百万円） 

通信キャリアシステム  3,379  2,450

民需・公共システム  2,684  1,824

エンベデッドシステム  944  914

パッケージ＆サービス  679  472

人材サービス他  134  113

合計  7,823  5,775

事業区分 金額（百万円） 

通信キャリアシステム  3,528

民需・公共システム  2,503

エンベデッドシステム  1,326

パッケージ＆サービス  695

人材サービス他  159

合計  8,213

相手先 金額（百万円） 割合（％） 

富士通株式会社  3,703  45.1
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

（1） 業績の状況 

当第３四半期連結会計期間（平成20年10月1日から平成20年12月31日まで、以下同じ）の当グループの連結売上高

は82億13百万円となりました。 

通信キャリアシステムでは、顧客管理システムや次期基幹システム、法人データ系システム等、大手通信キャリ

ア向けＳＩ（システムインテグレーション）が順調に拡大し、売上高は35億28百万円となりました。民需・公共シ

ステムにおいては、製造業向けの開発案件は減少したものの、ＣＡＰ２１や医療・製薬等のソリューション提供が

堅調に推移し中央官公庁向けの開発案件も好調だったことにより、売上高は25億3百万円となりました。 

エンベデッドシステムでは、主力であった携帯電話分野で買換えサイクルの長期化等による開発規模の縮小・延

伸が続いており、また自動車関連においても景気後退の影響により縮小・延伸が顕著となる等、極めて厳しい環境

となり、売上高は13億26百万円にとどまりました。 

パッケージ＆サービスでは、オンメモリデータベース製品が大手顧客に採用が決まる等拡販に向けての伸展がみ

られたものの、主力製品であるセキュリティ製品が伸び悩む等、パッケージ販売については苦戦する結果となった

一方、当社のデータセンターを拠点とするハウジング・運用監視等のアウトソーシングサービスが好調に推移し、

売上高は6億95百万円となりました。また、人材サービス他の売上は1億59百万円となりました。 

利益につきましては、国内景気が急速に減速するなか企業のＩＴ投資に対する見直しや価格引下げ要請が顕著と

なる等厳しい環境となり、更に一部に高原価プロジェクトが発生したことから、当第３四半期連結会計期間の営業

利益は3億12百万円、経常利益は2億78百万円、四半期純利益は1億47百万円となりました。 

また、当第３四半期連結会計期間末における総資産は、273億59百万円となりました。主なものは、預け金54億

円、受取手形及び売掛金96億31百万円、有形固定資産21億58百万円、長期預け金35億円等であります。純資産は、

158億71百万円となり、自己資本比率は57.8％、１株当たり純資産額は1,339円22銭となりました。 

  

（2） キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は29億15百万円となりました。当第３四半期連

結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。   

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、5億41百万円の減少となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利

益2億78百万円、減価償却費1億26百万円、退職給付引当金の増加1億49百万円、売上債権の減少5億77百万円等があ

った一方、たな卸資産の増加1億95百万円、仕入債務の減少1億73百万円、法人税等の支払6億37百万円等があったこ

とによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、81百万円の減少となりました。これは、主にパッケージ製品開発に伴う

無形固定資産取得による支出66百万円等があったことによるものです。   

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いを行ったこと等により1億26百万円の減少となりました。

  

（3） 対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。また、連結子会

社において記載すべき重要な課題はありません。  

  

（4） 研究開発活動 

当社グループの研究開発活動は、新パッケージ製品の開発と既存パッケージ製品のバージョンアップ等に関わる

ものが主なものとなります。当第３四半期連結会計期間においては、主にセキュリティ及びオンメモリデータベー

スに関わるパッケージ製品開発のための研究開発を実施いたしました。 

なお、当第３四半期連結会計期間の研究開発費は12百万円であります。 

  

4



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却等の計画はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種  類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  43,200,000

計  43,200,000

種類 
第３四半期会計期間末現在発
行数(株) 

（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  11,800,000  11,800,000
ジャスダック証券

取引所 
単元株式数100株 

計  11,800,000  11,800,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年10月1日 

～ 

平成20年12月31

日 

 －  11,800,000  －  1,970  －  3,012

（５）【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。   

  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式3,600株が含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数36個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   100 － 単元株式数100株 

 完全議決権株式（その他） 普通株式    11,799,500  117,995 同上 

 単元未満株式 普通株式    400 － 一単元（100株）未満の株式  

 発行済株式総数  11,800,000 － － 

 総株主の議決権 －  117,995 － 

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社富士通ビ

ー・エス・シー 

東京都港区台場二

丁目３番１号  
 100  －  100  0.00

 計 －  100  －  100  0.00

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10 月 11 月 12 月 

最高（円）  940  965  1,010  1,001  955  958  906  789  728

最低（円）  815  881  938  916  865  865  689  691  686

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府

令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第３号ただし書き及び附則第７条第１項第５号ただ

し書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、連結財務諸表の作成初年度のた

め、以下に掲げる四半期連結貸借対照表については前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,015 －

預け金 5,400 －

受取手形及び売掛金 ※3  9,631 －

たな卸資産 ※1  963 －

その他 981 －

貸倒引当金 △8 －

流動資産合計 17,983 －

固定資産   

有形固定資産 ※2  2,158 －

無形固定資産 625 －

投資その他の資産   

長期預け金 3,500 －

繰延税金資産 2,691 －

その他 432 －

貸倒引当金 △32 －

投資その他の資産合計 6,591 －

固定資産合計 9,375 －

資産合計 27,359 －

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,209 －

役員賞与引当金 12 －

その他 2,862 －

流動負債合計 5,085 －

固定負債   

退職給付引当金 6,304 －

役員退職慰労引当金 85 －

その他 12 －

固定負債合計 6,402 －

負債合計 11,488 －
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,970 －

資本剰余金 3,012 －

利益剰余金 10,826 －

自己株式 △0 －

株主資本合計 15,808 －

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2 －

為替換算調整勘定 △3 －

評価・換算差額等合計 △6 －

少数株主持分 68 －

純資産合計 15,871 －

負債純資産合計 27,359 －
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 25,398

売上原価 21,483

売上総利益 3,914

販売費及び一般管理費 ※1  2,297

営業利益 1,616

営業外収益  

受取利息 54

その他 20

営業外収益合計 74

営業外費用  

退職給付積立不足償却額 200

その他 15

営業外費用合計 216

経常利益 1,475

税金等調整前四半期純利益 1,475

法人税等 ※2  636

少数株主利益 1

四半期純利益 837
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 8,213

売上原価 7,154

売上総利益 1,059

販売費及び一般管理費 ※1  746

営業利益 312

営業外収益  

受取利息 19

為替差益 12

その他 4

営業外収益合計 36

営業外費用  

退職給付積立不足償却額 66

その他 3

営業外費用合計 70

経常利益 278

税金等調整前四半期純利益 278

法人税等 ※2  133

少数株主損失（△） △2

四半期純利益 147
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 1,475

減価償却費 436

退職給付引当金の増減額（△は減少） 437

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9

受取利息及び受取配当金 △54

売上債権の増減額（△は増加） 1,292

たな卸資産の増減額（△は増加） △314

仕入債務の増減額（△は減少） △580

その他 △700

小計 1,972

利息及び配当金の受取額 37

法人税等の支払額 △1,368

営業活動によるキャッシュ・フロー 641

投資活動によるキャッシュ・フロー  

預け金の払戻による収入 3,000

長期預け金の預入による支出 △3,500

子会社株式の取得による支出 △21

有形固定資産の取得による支出 △41

無形固定資産の取得による支出 △296

差入保証金の回収による収入 11

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △848

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △273

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △273

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △493

現金及び現金同等物の期首残高 3,409

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,915
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 当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日）は、連結財務諸表の作成初年度のため、

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項を記載しております。 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  第１四半期連結会計期間より、中国子

会社の重要性が高まったことから、子会

社２社全てを連結会社とする四半期連結

財務諸表を作成しております。 

  （連結子会社名） 

 東元商業系統有限公司 

 北京思元軟件有限公司 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、北京思元軟件有限

公司の当第３四半期連結累計期間の末日

は９月30日であります。四半期連結財務

諸表の作成にあたっては、同日現在の四

半期財務諸表を使用し、四半期連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。他の連結子会社の当第３四半期連結

累計期間の末日は四半期連結決算日と一

致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

 (1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 四半期決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 主に移動平均法による原価法 

 (2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

商品及び製品…………主に先入先出法

による原価法 

仕掛品…………………主に個別法によ

る原価法 

原材料及び貯蔵品……主に先入先出法

による原価法 

 なお、収益性の低下したたな卸資産

については、帳簿価額を切下げており

ます。 
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当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 (3) 固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

  主に定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物   ４５～４７年 

  備品   ４～６年 

  ② 無形固定資産 

   市場販売目的のソフトウェアにつ

いては、見込有効期間（３年）にお

ける見込販売数量に基づく償却方法

を採用しております。 

   自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

   その他の無形固定資産について

は、定額法を採用しております。 

 (4) 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、四半期連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

 なお、在外子会社の資産及び負債は、

在外子会社の四半期決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて処理して

おります。 

 (5) 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会

計年度における支給見込額に基づき計

上しております。 
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 当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、１０年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間による定額法により、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当期末要支給額の全

額を計上しております。 

 (6) 収益の計上基準  「工事契約に関する会計基準」により

計上しております。 

 (7) その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

 (8) 連結子会社の資産及

び負債の評価に関する

事項 

全面時価評価法を採用しております。 

 (9) 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 該当事項はありません。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 商品及び製品 百万円3

  仕掛品 百万円957

  原材料及び貯蔵品 百万円2

―――――― 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

1,805 ―――――― 

※３ 当第３四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理しており

ます。 

   なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が当第３四半期連結

会計期間末日の残高に含まれております。 

   受取手形       百万円 6

―――――― 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

従業員給与 881百万円

従業員賞与 384百万円

法定福利費 169百万円

※２ 法人税等には、法人税等調整額を含めて表示してお

ります。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

従業員給与 282百万円

従業員賞与 128百万円

法定福利費 53百万円

※２ 法人税等には、法人税等調整額を含めて表示してお

ります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,015百万円

預け金勘定 5,400百万円

預入期間が３ヶ月を超える預け金 △3,500百万円

現金及び現金同等物 2,915百万円
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当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当連結グループは、情報通信分野におけるシステムインテグレーション及びサービスの提供を行う単一の事

業活動を営んでいるため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

   本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

（株主資本等関係） 

11,800,000

190

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  147  12.5 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金 

平成20年10月22日 

取締役会 
普通株式  147  12.5 平成20年９月30日 平成20年11月27日 利益剰余金 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

   海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

  記載すべき事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,339.22 円 １株当たり純資産額 － 円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 70.96 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－円

１株当たり四半期純利益金額 12.48 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－ 円

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（百万円）  837  147

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  837  147

期中平均株式数（株）  11,799,846  11,799,810
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  記載すべき事項はありません。 

  

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 

  平成20年10月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (イ）中間配当による配当金の総額……………………147百万円 

 (ロ）１株当たりの金額…………………………………12円50銭 

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年11月27日 

 （注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 

  

22



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月13日

株式会社富士通ビー・エス・シー 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 持永 勇一  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 梅村 一彦  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 小林  宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社富士通

ビー・エス・シーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10

月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社富士通ビー・エス・シー及び連結子会社の平成20年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 

 2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 




